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経済産業省は、東京証券取引所及び独立行政法人情報処理推進機構と共同で「デジタルトランスフォーメーション銘柄
（DX銘柄）」を選定し、本日、「DX銘柄2024」選定企業25社（うち、DXグランプリ企業3社）、「DX注目企業」21
社、さらに、「DXプラチナ企業2024-2026」2社を発表しました。

「DX銘柄2024」「DX注目企業2024」
「DXプラチナ企業2024-2026」を選定しました！

【物流関係企業の取組み紹介】

ＳＧホールディングス㈱

ヤマトホールディングス㈱ 三菱倉庫㈱

「DX銘柄2024」「DX注目企業2024」「DXプラチナ企業2024-2026」(経産省HP)
https://www.meti.go.jp/press/2024/05/20240527001/20240527001.html
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上記の通り、コロナ資金繰り支援の転換点を迎えていることを踏まえ、
関係省庁とともに、官民金融機関等に対して事業者支援の徹底等
を要請しました。

上記の要請文内「5．事業再生情報ネットワークを活用した支援
（公租公課の確実な納付と事業再生の両立）」に記載の「事業再
生情報ネットワーク」について、中小企業活性化協議会での運用を令
和6年6月17日から開始します。

今後の中小企業向け資金繰り支援について
公表します

本年3月8日に公表した「再生支援の総合的対策」において既に方
向性を示したとおり、7月以降は、能登半島地震の被災地に配慮し
つつ、各種資金繰り支援策についてはコロナ前の水準に戻し、経営改
善・再生支援に重点を置いた資金繰り支援とします。

経済産業省は、令和6年6月7日、今後の中小企業向け資金繰り支援について公表するとともに、関係省
庁とともに、官民金融機関等に対しコロナ資金繰り支援策の転換を踏まえた事業者支援の徹底等を要請
しました。

今後の中小企業向け資金繰り支援について公表します(経産省・中企庁HP)
https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240607002/20240607002.html
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今回参加いただいた皆さんの構成

令和6年6月21日（金）時点の事前登録者（218名）の構成

〇事業者種別
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〇これまで本説明会に参加したことがあるかどうか













































実運送体制管理簿のイメージ

・保有台数：50台 ・常時利用する下請事業者の保有台数：50台
・荷主３社（食料品メーカー甲社、製紙メーカー乙社、機械メーカー丙社）

事例 ： トラック事業者Ｘ運輸

様式など決まっていないため、既存の配車表を活用するなど、事業者の取り組みやすい形で作成。電磁的記録での作成も可。⇒

（※）：法律上、実運送体制管理簿として
記載が義務付けられる事項
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特定技能制度における自動車運送業分野の制度概要
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トラック バス タクシー

・受入れ見込数 ２．４５万人（総計）

・主な業務内容
①運行業務
②荷役業務

①運行業務
②接遇業務

・技能水準

①第一種運転免許（※１）

②特定技能評価試験（トラック）（※２）

①第二種運転免許（※１）

②特定技能評価試験

（バス）（※２）

①第二種運転免許（※１）

②特定技能評価試験

（タクシー）（※２）

※１ 日本国内で運転免許を取得するための手続等に要する期間については、在留資格「特定活動」（バス運転手及びタクシー
運転手については1年・更新不可、トラック運転手については6ヶ月・更新不可）で在留を認める。

※２ 特定技能評価試験は各業界団体及び実施者である（一財）日本海事協会において準備。

・日本語能力
・日本語能力試験N４
又は
・日本語基礎テスト 合格

日本語能力試験N３ 日本語能力試験N３

・受入れ事業者の要件

・「働きやすい職場認証制度」

又は

・「Gマーク制度」の認証取得 等

・「働きやすい職場認証制
度」の認証取得 等

・「働きやすい職場認証制
度」の認証取得 等

○ 担い手不足への対応が喫緊の課題となっている自動車運送業分野（バス、タクシー及びトラック運転手）に
ついて、特定技能制度※の対象分野への追加を閣議決定（令和６年３月29日）。
※深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況に
ある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れる制度。

○ 特定技能外国人の受入れに向けて、特定技能評価試験の実施に係る準備等を関係団体等と連携して進める。



トラック運転手としての乗務開始までのプロセス
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採用
・
入国

乗
務
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特定技能
評価試験
・

日本語
試験

合格

日本語研修等

外免切替

運転免許を要しない
付随業務に従事可能

特
定
技
能
1
号
の
在
留
資
格
取
得

「特定活動」としての在留
（最大６か月）

初任ドライバー
研修

※日本人ドライバー
と同様

「特定技能1号」としての在留
（最大5年）



令和６年３月

外国人本人 受入れ機関

外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定

閣議決定（R6.3.29）
→ 自動車運送業分野追加

新規分野における特定技能の試験開始

・ 省令・告示の公布、施行

・ 試験の作成・準備

・ 試験概要等の公表、周知

関係省庁

受験準備

試験受験

↓

合格

受入れに向けた諸準備
（企画・立案、面接、雇用契約等）

採用・入国

令和６年４月以降

受入れ開始までのスケジュール

50







53





































Ｃ社 (スポット)Ｂ社 (スポット)

車輛購入・更新

Ａ社 （定期）

給与 給与 給与 給与・ボーナス

1月 ４月 ７月 1０月 1２月

税金支払軽油購入 タイヤ購入

＜

運送依頼と売り上げ
健全な事業継続の為には

（物流原価＋利潤） ＝ ＜ 売上げ が望ましい。

日々発生する物流コスト（原価）

コスト(原価)の発生と契約・売り上げの収受のタイミングが違うので、契約・運賃交渉の際に走行キロ・時間見合いの単価設定がしづらい。
「一運行あたり〇〇万」などの相場観が損益分岐の判断に用いられるか、荷主の言い値を飲まざるを得ない。
また、逆に支払いの際に売り上げの実態に見合ったコスト負担なのか判断がつきずらく、設備投資に消極的になるか無計画な設備投資になる。

保険料支払

物流原価

物流コスト（原価）と売り上げ

事業運営上日々発生するコスト

儲け ［生活・事業拡大の原資］ 利潤

Ｄ社
(スポット)

＜

＝

？
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トラック運送の原価計算の活用に向けて(手引き)

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000031.html
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ガイドラインに基づく各業界団体自主行動計画策定状況

令和5年6月2日「物流の2024年問題」への対応を加速することを目的として、経済産業省、農林水産省、国土交通省は連名で、
発荷主事業者・着荷主事業者・物流事業者が早急に取り組むべき事項をまとめた「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事
業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」を策定し、令和5年度中を目途として荷主企業・物流事業者にガイドラインに沿っ
た「自主行動計画」の策定・公表を要請。各業界団体が指針となる自主行動計画の策定・公表を進めています。

No 業種・分野 業界団体・事業者名(一部) ※多数ある場合は、内閣官房HPの公表順にスペースの範囲で記載

1 自動車 （一社）日本自動車工業会、（一社）日本自動車部品工業会

2 自転車 （一社）自転車協会

3 素形材 （一社）日本金型工業会、（一社）日本金属熱処理工業会、（一社）日本金属ﾌﾟﾚｽ工業協会 等

4 機械製造業 （一社）日本半導体製造装置協会、（一社）日本印刷産業機械工業会、（一社）日本時計協会 等

5 繊維 日本繊維産業連盟

6 電機・情報通信機器 （一社）日本配電制御ｼｽﾃﾑ工業会、（一社）ﾋﾞｼﾞﾈｽ機械・情報ｼｽﾃﾑ産業協会 等

7 流通業（ｽｰﾊﾟｰ、ｺﾝﾋﾞﾆ、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ等小売業） （一社）日本百貨店協会、（一社）日本ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会、（一社）大手家電流通協会 等

8 建材・住宅設備業 （一社）日本建材・住宅設備産業協会

9 紙・紙加工業 全国段ボール工業組合連合会、日本製紙連合会

10 金属産業 （一社）日本伸銅協会、（一社）日本鉄鋼連盟、JFEｽﾁｰﾙ㈱
11 化学産業 全国複合肥料工業会・日本肥料ｱﾝﾓﾆｱ協会、石油連盟、ﾌｨｼﾞｶﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ実現会議化学品WG  等
12 建設業 （一社）日本建設業連合会

13 商社 （一社）日本貿易会

14 農業 日本花き卸売市場協会、全国農業協同組合連合会、ﾎｸﾚﾝ農業協同組合連合会、(協)日本飼料工業会等
15 食品製造業 （一社）日本即席食品工業協会、（一社）日本ﾊﾟﾝ工業会、日本ﾊﾑ・ｿｰｾｰｼﾞ工業協同組合 等

16 食品卸売業 （一社）日本外食品流通協会、（一社）日本加工食品卸協会、全国中央市場青果卸売協会

ガイドラインに沿った自主行動計画策定業界団体（荷主関係） ※内閣官房ＨＰより

詳しくは、内閣官房HPをご覧ください (https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/jisyukoudoukeikaku.html)。

自主行動計画策定・提出業界団体・事業者数 令和6年2月13日(火)現在124団体(社)
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悪質なトラック運送事業者対策について

116



















要請の実施事例(一部)
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トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会の取り組み
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平成27年度、「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」が中央、各県に設置されました。協議会では、
トラック運送事業者、荷主、行政等の関係者が一体となり、取引環境の改善及び長時間労働の抑制を実現するための
具体的な環境整備等を図るための対策検討や、実証事業など行い、ガイドライン・事例集としてとりまとめています。

ステップ１

荷主とトラック運送事業者の
双方で、トラックドライバーの

労働条件改善の問題意識を
共有し、検討の場を設ける。

ステップ３

荷待ち時間の発生等、長時間労
働の原因を検討、把握する。

ステップ４

荷主とトラック運送事
業者の双方で業務
内容を見直し、改善
に取り組む。



荷主とトラック運送事業者の協力による取引環境と長時間労働改善に向けた事例
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『タイムスケジュール』明確化による現場意識改革
（愛知県）

小売店直送における取卸し作業の時間短縮への取組み
（群馬県）

「朝積みの時間の前倒し」と「荷物の区分け・整理する」こ
とによる荷積み時間削減 （青森県）

パレット利用による荷役時間の削減、運行計画の見直し
等（北海道）
●積込み時の荷役作業の一部をパレット利用で、荷役時間と拘束時間を短縮

●積込み時の荷役作業の一部をパレット利用で、荷役時間と拘束時間を短縮

短縮効果：荷役時間34分、拘束時間１時間12分を短縮

改善効果：拘束時間１時間07分を短縮 改善効果：荷役時間1時間、拘束時間2.2時間を短縮

●運行開始日の朝積みの作業開始時間の前倒し及び荷役時間の縮減により、
着荷主の市場の混雑ピーク前に到着することで1日の拘束時間を削減する。

市場内の混雑状況

改善効果：積込作業時間45分、取卸し作業時間70-100時間短縮

●小売店の指定ラックを予め借受け、予冷庫にて積込み作業を行う形に改善

予冷庫 小売店車両 ラックへ取卸し作業

改
善
前

改
善
後

小売店
作業員がラック
に予め積付け

予冷庫
小売店でラック
ごと取卸し

●着荷主と運送事業者との朝のミーティング時に、 「据付工程の流れ」「休憩

のタイミング」「据付工程別の作業終了予定時間」といった『タイムスケジュー
ル（予定）』を明確化

改善効果：拘束時間削減の兆しが見え始めた

着荷主側の成果 適時的確な据付工事等、拘束時間に対する工事主任の意識向上

トラック側の成果 事業者の心理的負荷低減、運行管理の効率化



荷主とトラック運送事業者の協力による取引環境と長時間労働改善に向けた事例

129

積込・取卸時間を詳細にコントロール、養生シート掛け作
業を一部機械化（山口県）

パレット荷役による機械製品積込み作業時間の削減
（岡山県）

フードサービス機器輸送における品揃えエリア・荷捌きエリ
アを拡張（島根県）

食料品輸送の配車の工夫による拘束時間削減
（鳥取県）

短縮効果：積込待機時間(積込時)：鉄部材35分、ホーム材56分短縮
積込待機時間(取卸時)：80分短縮
養生作業：8分短縮

短縮効果：拘束時間を3時間～3時間15分短縮

短縮効果：荷役時間を20-30分短縮

●深夜と朝の２回の荷卸し作業について、２便に分けることで、拘束時間の短
縮と休息期間を確保

●保管スペースを約100坪削減し、品揃え・荷捌きスペースとして転用するこ
とで作業を効率化

短縮効果：検証中（トラックの荷待ち・荷役時間削減を目指す。）

●バラ積みからパレット積み
(ロールボックスパレット)に切り替え
作業時間を削減

●積込・取卸時間を詳細にコントロール、養生シート掛け作業を一部機械化

（発荷主）住宅建材
メーカー製造工場

運送事業者
（着荷主）住宅建材
メーカー物流センター

具体的取組：荷揃い状況に即した入門指定時間帯の再設定、到着指定時間細分化
各レーンにおける積込み作業時間の縮減
養生シート掛け作業を手作業から一部機械化



中小トラック運送業のためのITツール活用ガイドブック

生産性向上に向けたITツールの活用
国土交通省ではトラック運送業の経営改善に役立つＩＴツール
のシステム内容や機能、トラック運送事業者における活用状
況・活用事例を調査し、中小トラック運送事業者がＩＴツールを
導入・活用していくためのガイドブックを作成しました。

調査の結果、導入ＩＴ機器で最も多いのは、ドラレコ、事務処
理システム、ETC2.0、デジタコ。今後導入を予定しているＩＴ
機器は「ＩＴ点呼」がトップとなっています。
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